





















































現段階で日本の外国人労働者の就労の拡大に関する説明は大きく次の 2 つに整理できる。1 つ
は日本国内における労働力ないし人口不足というものである。日本では、1990 年代の拡大に先
































名前 組織・企業概要 所在地 インタビュー日
A社 企画製造販売(婦人インナー) 愛知県 2011/8/9
B社 製造販売(ユニフォーム) 岐阜県 2011/8/11
C社 製造(ニット) 大阪府 2011/11/5
D社 製造(帆布) 大阪府 2011/11/5
E社 プレス 岐阜県 2012/9/3
F社 製造(フォーマルウェア) 岐阜県 2012/9/3
G社 製造(婦人服) 岐阜県 2012/9/4
H社 製造(メンズパンツ) 岐阜県 2012/9/4
I社 製造(婦人服) 東京都 2013/2/4
J団体 監理団体 岐阜県 2011/8/10
K団体 監理団体 岐阜県 2012/9/3
L団体 監理団体 岐阜県 2012/9/4
























本校執筆時点(2013 年)で入手できる最新データ(経済センサス 2009 年・2007 年改定産業分類
準拠)によれば、縫製業の就業者数2は 318,842 人であり、同調査における日本全体の就業者数
(62,860,514 人)のうち、0.5%を占める。国勢調査を利用して同産業の人数を確認すると、最盛
期は 1990 年で 978,346 人、1975 年から 1990 年までは就業者総数の約 1.6%を継続的に占めて
きてきた。1990 年以降、国内ではその就業者が大きく減少した産業である。 
  
                                                   
1 産業分類の上では、同産業は 1949 年に設定された日本標準産業分類において「製造業(大分
類)」の「衣服及び身廻品製造業(中分類)」として分類された。その後、分類上の名称は「衣服及
び身廻品（繊維及び類似品）製造業(中分類・1951 年改定)」、「衣服、その他の繊維製品製造業(中
分類・1957 年改定)」と若干の変更があったものの、内容については 2007 年までは大きな変更
はなく、統計上はほぼこの形で分類されてきた。本校執筆現在(2013 年 3 月)における最新の日




































全産業 562,818 62,860,514 0.9%
農業、林業 9,099 339,315 2.7%
漁業 512 48,347 1.1%
鉱業、採石業、砂利採取業 84 30,710 0.3%
建設業 11,507 4,320,444 0.3%
製造業 218,900 9,827,416 2.2%
食品製造業 40,003 1,294,264 3.1%
繊維工業 27,960 490,252 5.7%
金属製品製造業 15,613 792,889 2.0%
生産用機械器具製造業 14,242 654,864 2.2%
電気機械器具製造業 19,850 585,573 3.4%
輸送用機械器具製造業 45,847 1,051,191 4.4%
電気・ガス・熱供給・水道業 110 302,327 0.0%
情報通信業 22,077 1,724,978 1.3%
運輸業、郵便業 13,544 3,611,602 0.4%
卸売業、小売業 54,923 12,696,990 0.4%
金融業、保険業 7,276 1,588,681 0.5%
不動産業、物品賃貸業 3,616 1,551,345 0.2%
学術研究、専門・技術サービス業 18,158 1,897,680 1.0%
宿泊業、飲食サービス業 63,755 5,736,967 1.1%
生活関連サービス業、娯楽業 6,946 2,750,705 0.3%
教育、学習支援業 42,001 3,086,902 1.4%
医療、福祉 4,910 6,386,056 0.1%
複合サービス事業 1,811 406,970 0.4%
サービス業 74,080 4,684,389 1.6%
公務 6,579 1,868,690 0.4%


























労者全体 (490,252 人 )のうち、縫製業として定義した産業に従事している人口は約
65.0%(318,842 人)であり、就業者数の観点では繊維工業を代表する産業である。縫製業は日本
の中でも国際化が最も進んだ産業の 1 つであると考えて間違いないであろう。 
 なお、厚生労働省による「外国人雇用状況報告(1993 年～2006 年)」と上述の「外国人雇用状



















データ 「外国人雇用状況報告(1993 年～2006 年)」と上述の「外国人雇用状況の届出状況につ
いて(2008 年～2012 年現在)」 
図 2 全体及び繊維工業等における外国人労働者数 
 
「外国人雇用状況報告(1993 年～2006 年)」は回答が任意であったこと、また、縫製業に関連
する産業別の統計が、1995 年から 2002 年までは「繊維工業」、2003 年から 2008 年までは「衣













業における推定技能実習生数は 29,346 人(2007 年と 2008 年の繊維・衣服分野の技能実習移行
申請者各 14,871 人と 14,475 人の合計)であり、技能実習生の人数だけで合計を超えてしまう。
入手可能なデータから推測すると、論理的にはありえない結果となるわけだが、恐らくその大き
な理由は、繊維・衣服分野の技能実習者数の統計が、申請先の機関である JITCO が業務として

























データ 財団法人国際研修協力機構「外国人研修・技能実習事業実施状況報告 2010 年」 





































                                                   
4 財団法人国際研修協力機構(2010)「外国人研修・技能実習事業実施状況報告(2010)」財団法
人国際研修協力機構。 
5 なお、2010 年に制度改正が行われ、在留資格は次のように変更された。 
  入国１年目 入国２・３年目 
企業単独型 在留資格「技能実習１号イ」 在留資格「技能実習２号イ」 
団体監理型 在留資格「技能実習１号ロ」 在留資格「技能実習２号ロ」 
 
6 「完全に人手不足でした。(中略)当時、5000 以上の縫製工場が岐阜にあったけど、学校で 1





















図 4 繊維工業と全体の年間給与額 
 
また、2010 年までは入国 1 年目は研修という名目で労働基準法が適用されず、研修生に支払
われる費用(研修手当)が最低賃金を下回る金額でも可能になっていた。制度により安価な労働力


















の 1 つである日本輸出縫製品工業協同組合連合会が発行していた「輸縫連ニュース」では 1990




































で私入ります、って言っても、1 か月以内でどんどんどんどんやめて行ってします」(M 団体) 
 
 (受け入れの利点について)「10 年選手は、日本人じゃなければならない。1 年仕事は場当たり
的にパートでも大丈夫。パートより(研修・技能実習生の)便利がいいのは 3 年間休まないという
                                                   







































                                                   









































































































































































































































時間がかかりました」(久代 2004 : 43)。 





内生産が困難」としている(中込 1975 : 388-389)。 
11 例えば岐阜県の岐阜繊維問屋町連合会では 1960 年代初頭より人材不足の認識が生まれ、①
岐阜県中学校技術教育振興会への「物心両面の協力」による卒業生の優先的確保、②高校の校長
や就職担当者との懇親会の開催が行われていたことが記録されている(社団法人岐阜既製服産業
連合会 1975 : 245-270)。また、久代は新規学卒者確保の様子について「業界の PR をくりかえ
し、企業が一人一人の先生を説得する、企業を見てもらう、先輩を学校に送る等々の中で、少し





たのは 1961 年であり、求人商社を通して 1 人 1 万円の支度金を企業が負担しつつ沖縄県から人
材を受け入れたことが記録されている。同団体では、その後、すぐに九州で求人を開拓、同地域











 「九州から関ヶ原へ集団就職して会社から 80 余名が一団となって毎日工業高校へ通学。3 年
になった 4 月、日曜日に会社の学生寮の全員に集まってもらい、定時制通学者のグループで通
学班を作り、互いに励まし合って脱落者を出さないようにしようということを申し合わせ組織を
作った。(中略) 毎月 1 回反省会をもって励まし合うことをした結果、だらしない生活をする
ものもいなくなり、退学者も特殊事情の 2、3 名に減り、遅刻するものもなくなった。このこと
が会社にも学校にもわかってお褒めの言葉をいただき、学校では生徒の多い事業所別に通学班を





阜県教育委員会 2004 : 339-340)。 
                                                   
12 例えば岐阜県の代表的な紡績業である日本毛織では昭和 39 年から 42 年にかけて、九州、
新潟、中部、東北、北海道各地に労務出張所を開設し、現地駐在員を募集に当たらせていた(日
本毛織株式会社百年史編纂室 1997 : 536)。 
13 岐阜県の織物業が広域での募集を開始したのは昭和 31 年頃であり、職安と岐阜市経済部の
協力の下で「岐西労務受入対策協議会」を開設して募集活動を行った。募集地は当初は秋田県な
ど東北地方であったが、昭和 30 年代中頃には大部分が九州になったという(岐阜織物工業協同組
合 1983 : 248-249)。 
14 岐阜市の 1967 年の調査によれば、同年の縫製業の従業員は男性が 85.9%、女性の 97.5%
が中卒だった。ただし、報告書の著者は「近年、中学生の高校進学率の上昇、並びに若年労働力
の絶対的不足傾向から 、今後中卒者の採用がますます困難になるものと考えられる」とし
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なお、本論の下になる調査は日本経済研究センターの研究奨励金「衣料産業の海外進出と外
国人労働者受け入れをめぐる諸問題(2011 年度)」を受けてなされたものである。 
